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80年代における

下関港（関門港）の外国貿易
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 はじめに

 現在，先進諸国間あるいはNICs（新興工業諸国）と先進国間における

貿易摩擦が大きく現象しているが，その分析においては国民経済間のいわ

ばマクロ分析が多いのが現実である。しかし逆に視点を地方経済（地方

港）の貿易諸現象に置き，それを分析する中で，そこに投影された（ある

いは偏った形で凝縮された）全体の動向を把握することも意味がある。ミ

クロの分野・対象にも時代が反映し，全体の経済法則性が貫徹していると

思われるからである。

 さて本稿は，ここ数年，関門地区の貿易調査機関・行政機関（門司管区

税関等）において資料収集・聞き取り調査をした結果を，とりあえず第一

段階の報告として概況の形でまとめたものである。従って本稿では，80年

代下関港における外国貿易の全体の動向と傾向を分析するに届めた。各商
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品項目のより詳細な輸出入の分析（特に水産物・造船・各種機械貿易），

各商品輸出入と個別企業間の物流動向の分析，貿易に伴う外国為替決済の

下関における動向分析，また今後の下関港（および関門港）発展の展望の

より深化された考察などは今後の課題としたい。

 また，本稿では下関港の外国貿易において圧倒的な比重を占める対韓国

貿易（貿易相手国別の構成比において，60年度の輸出額の45．2％，輸入の

78．5％の比重），およびその主要部分を荷う関釜フェリーのコンテナ貿易

に論述のかなりの部分をさくが，全体の動向と傾向を分析するに悩め，そ

のより詳細な検討は次稿以降の課題とする〔下関の三韓貿易の分析（旧稿

以降）においては，成長著しい韓国経済とその産業構造の変革（あるいは

国際的産業調整と国際分業構造の変化）が，日本の地方都市（下関）の貿

易構造へ如何に影響を及しているか（あるいは下関がそのトレンドに乗り

切れているか），つまり上記の変化のインパクトーレスポレス関係等を常

に念頭において考察していくことになろう〕。

 さて本論を述べる前に，最初に用語上・統計上の問題について一言して

おきたい。

 本稿での揚名・地域区分および貿易商品の品目分類は，大蔵省関税局の

通関統計上の区分に従っ起。

 門司税関管内に所属している外国貿易指定港は23港あり，地域は山口

県，三池港を除く福岡県（福岡空港含），佐賀鼠大分県，宮崎県，およ

び対馬・（厳原港）をカバーする（それ以外の九州晶晶は長崎税関管内と沖

縄地区税関に所属する）。北九州港とは，門司港（通関統計上，小倉各
                 ユ 
港，田野浦・太刀浦コンテナ港を含む）および戸畑港（通関統計上，若松

港・八幡港・洞海湾各港を含む，港湾法では，この港区は洞海港と呼ばれ

ている）によって構成されてし｝ろ。この北九州港に下関港を含めたものが

関門港である。

               は  
t一E続いて，日本の貿易商品の品目分類について略述レてみようg二

∬現在，各国貿易の作成の際の国際的な品目分類基準として，①国連の
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SITC（国際標準貿易分類表， SITC第2版は6桁1832商品項目）と，

②関税協力理事会（cc肇1）のccCN（関税点薬理事会品目表122部・99類

・1011商品項目（4桁分類）の2つがある。日本では，輸出入統計品目表

の作成にあたり，1951年以降，SITC方式を採用していたが，1976年以

来，関税率表との関連等から基本的にはCCCN方式を採用している（具

体的'には，各品目は『CCCNの基本舟類番号（4桁）に，日本』独自の細

                      
分番号を加えた最大，7桁分類で表記される）。

 現在，日本・E C ＄149ケ国力1採i面しているCCCN方式嫁各国が関税

を徴収するという視点から分類作成をしており・当該商品の貿易の量的規

模は必ずしも重要視されていない。従って世界的に貿易量の多い原材料

品目（一般に関税が低率または無税）．は，分類を細分但していないという

難点があるといわれ，また，この方式を米国・カナダ・ソ連が採用してい

ないという蘭題もある。これに対して，SITC方式は，貿易量の多寡を

中心に分類作成が行なわれている。ここにCCCN方式（関税徴収目的）

とSITC方式（統計目的）を国際的に統一し結合さす必要が生じてく
   

る。国際統一商品分類（HS）への移行作業がそれである。 HSはCCCN

を基礎としており，基本的にはCCCN品目を細分化して6桁の品目（50

19品目）作成を目指している。締約国は，自国の輸出入統計品目表・関税

率表をHS分類に一致させる義務があり，87年施行を目指して現在，作業

中である。

 ともかく，本稿ではHSが採用されていない現在・大蔵省関税局のCC

CN分類に基づいた各税関の通関統計に依拠して分析をすすめることにし

たい。

．〔蛇足乍ら，通関統計の商品価格は，翰出は本船甲板渡し価格（FOB），

輸入は運賃・保険料込み価格（CIF）でφり・申告制が原則である〕。

注ユ'）自動車〈日産〉輸出港である苅田港は，通関締討上ジ北九州準に含まれず，1独

  自に分類されるQ
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注2）大蔵省関税局輸出課統計係「わが国の貿易統計について一外国貿易等に関す

  る統計基本通達とその内容」『貿易実務ダィジェろト（85年7月号）』日本関税怖

  会，14～25頁。

  黒岩清「国際統一商品及びg一ディング・システム」『貿易実務ダイジェスト

  （86年1月号）』日本関税'協会，1～17頁。

  「国際統一'商品分類（HS）への移行作業の進捗状況について」日本関税協会資料

  より。

注3）正式名称はCustoms Coop6ration Counci1で1950年，ブラッセルで発足し

  た。55年各国で相違していた関税分類表の国際的統一のため，ブラッ』セル．関税分

  類表（BTN）が作成された。現行のCCCN（Customs Cooperation Council

  Nomehclature）ぽ，76年にBT：Nが名称変更されたものである。同上『貿易実

 務ダイジェスト』85年7月号，16頁，18～19頁。86年ユ月号，2～4頁。

注4）日本で作成されている統計品目表は，「輸出品目表及び輸入品目表を定める等

  の件」（昭和50年，大蔵省告示第117号）により定められている。

  同上『貿易実務ダイジェスト』85年7月号，19頁。

注5）同上『貿易実i務ダイジェスト』85年1月号，4～5頁Q

 1．下関港め現状
                       注1）
 最初に明治以降の下関港の歴史を概観してみよう。明治初期，下関港は

不開港であったが，1875年，不開港ながらも長崎税関下関官史派出所が設

置された（旅客・郵便物・内麺回漕品の三三など）61883年，朝鮮貿易港

として定め「られて，1889年，門司港区と同時に特別輸出港として指定され

ていく（米・麦・麦粉・石炭・硫黄の5品目に限り輸出許可）。その後，

1899年，開港指定を受け，日露戦争後の1905年，三三連絡船が就航し大陸

貿易の西の拠点とし七の基礎を確立していく。戦後の中断期を経て（民間

貿易は1947年に再開），1970年には関釜フェリーが就航し（週3航海，国

鉄コンテチ輸送は？1年に蘭始）；83年，'『毎日運航が開始きれてしく（韓国

の釜山フェリー所有船就航）。現在，関門港全体で22の定期外国航路（ダ
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                         注2）
イレクト寄港，準定期の中国航路を含む）が設定されている。その内，下

関港のみに限定してみれば，フルコンテナ船航路（8航路）は全て対岸の

門司コンテナ・バース（太刀浦・田野浦港）に寄港し，フルコンテナ船以

外の航路では3航路を有するのみであり，その中で入港船舶の少ない印パ

・ペルシャ湾航路，ベンガル湾航路（いずれも下関港に寄港インドを寄

港地とした輸出入繊維が主力）の2航路を除けば，下関港の輸出入に占め

る関釜航路（フェリー）の比重は圧倒的である（補論参照）。60年度の下

関港の総輸出額の45．2％（表11），総輸入額の78．5％（表16）を占める対

韓貿易の中で，関釜フェリー（コンテナ）は対自貿易の輸出額の97．4％，

輸入額の64．7％を占有している（60年度，歯釜フェリーによる総出入国者

は約6万6千名）。以上，下関港は戦前の大陸貿易（特に朝鮮貿易），戦後

の対韓貿易を一つの基軸として歴史を形成してきたといえよう。

 続いて下関港の港湾機能の状況（港湾施設・制度等）を概観してみよ
                           ヨ 
う。この機能上の問題をみる場合，ライナー（定期船）ポートとトランパ

ー（不定期船）ポートの2つの側面に分けてみてみたい。

 現在の下関港は，上記の様に関釜フェリーを除くとライナー（定期船）

ポートとしての性格は弱い。以前の在来型ライナー時代には，北九州港

（特に門司港）と同等のメインポート扱い〔全世界運賃同盟（freight con-

ference）より運賃協定に基づく割増運賃不要のライナーポートとして承

認〕を受け差異はほとんどなかったが，コンテナ時代到来とともに門司港

との落差が目立ってくる。特に重要なことは，門司港は諸施設の充実がは

                  う
かられ運賃同盟のCY（Container Yard）・CFS（Container Freight Sta一
  ら 

tion）指定港となっただけでなく，フィーダー・サービス（feeder service）

港に指定されたことである。‘フィーダー・サービスとはコンテナの支線輸

送のことで，大型コンテナ船（3～4万t，遠距離・高速航行）は運航効

率を向上さす為に特定のメイン・ポート（日本では東京・横浜，神戸・大

阪など）以外には寄港・しないので，寄港地のコンテナ・タ唖ミナルから小

型コンテナ船・フェリー，自動車，鉄道による支線輸送が行なわれるQそ
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の接続の際の費用℃』リスクは，船会社が負担のサkビズもある。またフィ

・一一Fダr・サービスには日本を中継港とした，通し運送（東南アジア・韓国

・中国などへ）も存在する。現在，北九州港には神戸港を母港とした8っ

のフィーダー・サービス航路があり，1985年度全コンテナ貨物移出入

量，約233万フレーートトンの内の約70％の比重を占めている（約30％はダ
     注6）
イレクト寄港）。この様iなコンテナ港としての機能上の差異に加え，船会

社の支店・代理店，・曳船，船荷役回，通関業（いわゆる乙仲），水先案内

（関門海峡通行に際しては300t以上の外航船，1，000t以上の内航船には

パイロット乗船の義務）等の業者・機関は，ほとんど門司側に存在し，下

関側には入港のイニシアティブがとりにくいという事情がある（例外は関

釜フェリーおよび輸入水産物）。下関港は■コンテナ機能に関しては門司港

の副次的位置にあるといえよう。'

 ともかく，将来め内国・外国貿易の主流はコンテナ貿易であり，これに

如何に対応するか，が下関港の今後の課題である（国内の物流を含めた関

門港のコンテナ貿易は補論で後述する〉。

                注7）
 次にトランパー・ポートとしての機能について。下関港は，不定期船の

受入れ施設は比較的整備されている。

 例えば，食糧庁扱bの大麦・小麦輸入を主力とする第一突提地区。繊維

原料輸出（西日本：地区繊維メーカーのストックポイン・ト）』．・粗糖輸入（日

本甜菜製糖）を中心とする第二突堤地区。関釜フェリーおよびアルミイン

ゴット輸入などの細江地区〔この地区は1万トンクラスの冷凍冷蔵庫（林

兼冷蔵．・日本冷蔵，㈱松岡）を有する輸入食糧基地でもある〕。5万t級専

用三橋を有する西山地区（三井金属の工場原料・燐鉱石輸入，隣接：地に三

井東圧）。原木輸入地区としての福浦地区（背後地に日東合板および段谷

産業）。「石油配分基地としての六連島地区。工業団地地区としての長府地

区（神戸製鋼・長府製作所・BSタイヤ等が進出しているが，，船舶による

移出入は少ない）。漁港地区〔いわゆる「小瀬戸」地区と日本で漁獲され

るフグの80％を取扱う南風泊地区，二背後地に大型水産加工基地（大洋漁業
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，林兼産業・ゼその他地場産業）を有する〕。民間造船所唱（三菱重工・林兼

造船・三洋造船・東和造船）による船舶の修理・輸出なεがそれである。・

 しかし出入港船舶の受入れに関して，問題点もまた多い。例えば魚介類

鮮度保持の為の保税上屋的冷凍貯蔵庫の不足。青果物不良品廃棄施設の不

備。生鮮品検疫時間の制限（夜間・休日受付不可，通関手続は執務時間外

の臨時開庁制度あり）。全体として水深が浅く大型船舶入港に難点（例え

ばBSタイヤ輸出は通関は下関でも．，船積は門司コンテナ・9バースからで

ある）などがそれである。・

                                ラ
 入港船舶が当該市に及す経済効果は非常に大きいといわれているσ例え

ば船会社が当該港湾局・諸機関に支払う経費は，入港料（トン税），係留

岸壁使用料，浮漂橋使用料・．保税上屋使用料，物揚場使用料，荷捌地使用

表1．己妻外貿港の輸出入シェアの推移（％）
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「現出所上門司税闘・下関税関支署資料tt ・
「出所」下関産業文化研究所「下関市経済め諸問題（4

 章）」『下関必聴論集『（19巻3号）』．76年，101頁
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料および水先案内料，曳船料，代理店品等があり，陸上での業者による荷

役e'運送・保管経費等を含めると多額の所得が発生するといわれている。

港湾施設・諸機能・制度の整備・拡充と集荷能力の一層め向上がライナー

及びトランパー双方に対して望まれよう。

 最：後に，現在の下関港（および関門港）の全国における：地位と貨物（外

貿・内貿）の移出入状況を概観してみよう。

 表1にみる様に，1960年代～70年代にかけて，主要港シェアの減少（特

に阪神港）および停滞と地方港シェアの継続的上昇が傾向としてみられ

る。これは日本経済の高度成長を支えた成長産業（重化学工業）が主に地

方臨海コンビナートに立地し，その産業後背地を背景に地方港の外国貿易

シェアが上昇したものである。名古屋港の伸びも上記の理由と関連してい

る（背後に巨大自動車産業等の存在）。現在この傾向（主要港シェアの低

落）は，一方で阪神港にみる様に持続しているが〔阪神併せて輸出で19．3

％，輸入で10．3％のシェア（表2，表3），この低落を逆転さす意味もあ

り70年代神戸ポート・アイランド（大コンテナ基地）の建設が推進され

た〕，他方で東京・横浜港は表2，表3にみる様に輸出で31．1％（成田空

港を含めると38．7％），輸入で15．2％（成田空港を含めると24．9％）とな

り低落傾向に一応の歯止めをかけている。70年代後半～80年代の産業構造

の転換が在来型重化学工業に立脚した地方貿易港の伸びを停滞させ，貿易

・物流構造にも統合・再編の過程が進行中であるとみることができよう。

 この事情は関門港の動向にも明白に現われている。表1～4にみる様

に，戦前は3大港区として称されていた影もなく，全国比シェアは（85

年，輸出は10位，輸入は13位，表2．3．）は一貫して低落し，特に在来型

重化学工業が多く立地する北九州港の落ち込みは大きい（北九州港のみの

全国比シェアはわずかに輸出で1．8％，輸入で1．6％，表3参照）。その中

でも，住友金属工業が立地する小倉，新日鉄および多数の化学産業が立地

する戸畑港区にこの傾向が明日に現象している（特に輸出構成比の大幅な

低落，表5）。だが，同じ北九州港の中でも田野浦港は，70年代後半から
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表2・1985年全国港別輸出額順位 衷3 1985年全国港別輸入額順位

順位1灘脚高（億円）轍比（％）

1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
1
0

 横浜

 神戸

名古屋

 東京

成田空港

 大阪

 清水

 豊橋

 広島

 関門

その他

85，655

52， 389

45，369

44，786

31，911

23， 545

12，166

・ IO， 375

 9， 813

 9，651

88，897 一

2
噌
⊥
-
み
噌
⊥
 
 
 
 
 
 
2

総額■4・9・557も・γm・・

．順位降矧輸血（劇轍比（％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2
1
3

成田空港

 千葉

 横浜

 東京

 神戸

名古屋

 川崎

 喜入

 大阪

 水島

四日市

 “堺

 関門

その他

30，176

26，043

24， 129

22， 877

21，115

19，751

17，057

11，822

10，934

10，287

9，696

9，159

7，116

90，687

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2

総額・o3…949巨・…『

「出所」門司税関「1985年全国港

 別貿易額表」より加工作成．

「出所」表2と同じ

の急速な貿易・物流の統合・再編化（例えばコンテナ化）の波にのり，著

しい外国貿易の伸長がみられる（76年と85年の管内比比較，輸出は2．5丁

目10．9％，輸入は0．9％→3．1％，表5参照）。

 これに対して輸出が依然好調な業種（例えば自動車）を抱える地方港は

輸出シェ，アを飛躍的に伸長さレている（日産自動車の苅田港，東洋マツダ

工業の防府港，表5参照）。また産業構造の変化（先端技術産業化）と連動

した航空■ンテナ化（いわゆる「轄薄短小」の産業製品輸送）に対応して

いうた福岡空港の輸出Q伸びにも注目される，（IC部品・その他工業部品

・半製品等の機械機器輸出，表5参照）。
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表・4 関門港（下関港）輸出入額年度別推移』 て）内は下関港の数字

細見．輸出額

1970年

1975年

1980年

1985年

2，160億円

（237億円）

5，143

（1，013）

8，381

（1，301）

9，651

（1，955）

全国比 管内比

 3．10／e 1' 68．50／o

（O．33） 1 （7．6）

 3．1 1 58．1

（O．61） 1 （11．4）

 2．9 ［ 51．1

（O．45） 1 （7．9）

2．3 1 43．6

（O・．ca） 1 （8．8）

輸入額

2，317億円

（256億円）

3，988

．（1，077）

5，985

（1，660）

7，116

（2，265）

全国比

3．40／o

（O．39）

2．3

（O．63）

1．9

（O．51）

2．3

（O．73）

』管内比

43．40／o

（4．9）

31．5

（8．5）

25．3

（7．0）

31．4

（10．0） 1．

「出所」門司税関統計課・下関税関支署資料（年度別貿易概況・年度別外国

 貿易年表など）より

 さて下関港は，70年代以降より管内比・全国比において輸出・輸入とも

          注9）
停滞局面を脱し漸増傾向を現わしている（表4）。強力な地場産業を持た

ない・（あるいは構造不況業種（造船・水産加工など）を多く有する）にも

                  注10）
かかわらず貿易構造の再編にある程度成功レた背景としては，とりあえず

2点考えられる。

 1．強い成長力を有する：地域（230肋の距離にNICs（新興工業国）の代

表，韓国）の存在があげられる。現代韓国は工業構造の変化（重化学工業

化→先端産業育成へ）に伴い，その国際分業構造も急速に変化しつつあ

る。すなわち，同じ加土貿易型構造とはいえ工業構造の高度化に対応した

ものとなっている〔輸出品目としそ，機械機器・電気機器を主力として一

部には国産による先端技術製品（IC等）も登場。輸入品目として，重化

学工業素材・工作機械・IC部品等〕。この貿易トレンドに下関港の貿易

が依存を深める形でシェアを維持していく。

 2．酒肉規模で進展している貿易・物流の再編化にある程度，対応し

得たことが挙げられる（前述しだ様に，問題点・課題は多く存在するが）。

すなわち，関釜フェリーのコンテチ化の進展，あるし～ぼそのコシテナ化へ
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の対応の中で，日韓貿易の物流における通過港・中継港としての機能の強

化等がそれである。

 下関港の移出入貨物（外貿焦寸土）の動向を港湾統計にもとづいてみて

みょう（通関統計による下関港の貿易構造の検討は次章で行う）。

表5 門司税関管内の主要支署別輸出入額構成比

山
創
二
二
畑

本
 
野

司
小
田

 
く
 
く

門
 
 
下
戸

輸出額構成比
   （76年）

25．10／o

（12．4）

（2．5）

10．3

21．9

輸入額構成比
   （76年）

7．60／o

（2．1）

一（O．9）

 8．9

13．4

1輸出額構成比

    （85年）

21．10／o

（5．8） ・

（10．9）

 8．8

13．7

輸入額構成比
   （85年）．1

6．90／o

（1．7）

（3．1）

10．0

14．5

関門訓57・3 29．9
11 43．6

31．4

苅
岩
徳
防
下
宇
博

田
国
山
鼠
松
部
多

福岡空港

大   三

佐 賀 関

その他支署

9
一
F
O
O
9

0
4
1
0
0

 
 
1

0
ウ
一
5
4
ゐ
西
b
ハ
り
R
V

7
・
4
凸
Q
り
0
ハ
0
0
7
・

O．6

6．3

13．4

0．4

0．5

10．8

9．ユ

O．6

18．8

4．5

5．1

'17．3

0．9

10．0

4．2

2．2

3．1

・7，'4

1．8

'5．O

O．4

3．8

O．5

4．6

12．8

0．8

1．2

12．0

6．1

0．8'

22．1・

3．4

4．． 4

管内網11・… 100．0
1巨・…

100．0

（注） （）は，それぞれ所轄する統計報告税関の内訳。門司本関には小倉・田

  野浦・門司外郵，下関には港町・下関外郵，戸畑には若松・八幡，徳山に
  'は光，博多匠は博外外郵をそれぞれ含む。

「出所」門司税関「年度別管内貿易概況」等により加工作成
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図1・下関港の移出入貨物構成（1984年）

（り外国貿易 ②内国貿易

1984年

2， 048，703'・一

輸出22．8％．

L輸入77．2％

移入羅灘灘'』ユ984年

       12，333，072  にきホぼねるみりぼコ52．4％
   内国自計陰

乱民
甲羅難移出

轍多、鱗騰羅
騰灘灘灘内国貿易
糠灘灘灘30・5％

磯鑛47・6％

「出所」下関市港湾局『85年下関港統計年報』6頁

 貨物（トン）にみる限り（図1（1）），外国貿易に関しては輸入港の性格

が強い（しかし，これは重量トンでみたものであり通関統計（価額）によ

る貿易構造を直接に反映するものではない）。問題は内国貿易（移出入）に

おける内国自航の高さである（図1（2））。この内国自己とは下関彦島（福

浦港）一小倉日明港門の山九渡船が統計上現われたものであり（実態は

通勤等による運搬車輌が大部分），純粋の内国貿易は移出（30，5％），移入

（37，4％）にすぎず，今後の発展に向けて検討すべき課題は多い（定期フ

ェリー（内国遠距離）の誘致に向けた港湾整備など）。

 表6をみてみよう。まず輸出で注目されるのは順位1位のその他の機

械，4位の糸・紡績半製品，5位の染料・塗料・合成樹脂・その他化学工

業品である（いずれも対韓輸出が上位を占めている）。この内実は，工業素

材（半製品）輸出示ほとんどであり・韓国の分業構造にくbごま巾た下

関の貿易構造を反映している。特に依然は上位にあった軽工業品素材（糸
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・紡績半製品）が下がり，家電・機械・化学工業等の部品・機器・半製

品が上位輸出項目を占めていることに，韓国工業構造の高度化がみてとれ

る。興味深いのは，順位2位の輸送用容器である。これは流通空費を形成

する空コンテナの輸出（移出）であり，関釜間の輸出入額そのもののアン

バランス（下関大幅入超）と同時に，韓国からの輸入が量的にかさばる品

目（生鮮品・繊維・工業品完成二等）が多い反面，下関からの輸出は量的

に軽くて小さい品目（機械部品・半製品等）が多いという事情を反映して

いる。今後，韓国産業構造の高度化の進展および韓国国内（貿易）のコン

テナ化の進展あるいは三国間貿易の伸長がこの項目の動向に如何なる影響

表6 下関港の外貿主要貨物取扱品種一覧表（84年）（単位トン）

順
位

1

2

3

4

5

6

7

8

Q
ヅ

10

輸 出

品 倒数量
その他の機械

輸送用字器

輸送機械

糸 及 び
紡績半製晶
染料・塗料・合

成樹脂・その
他化学工業品

そ の 他
食料工業凄

絶翫楊

その他金属鉱

そ の 他
繊維工業品

化学薬品

112，926

106，098

61，724

46，983

37，669

25，449

18，001

16，000

10，669

10，384

輸 入

品 樹数量
重 由7

りん鉱石

原

麦

木

水 産 品

その他金属鉱

日 用 品

輸送機械

砂 糖

その他の機械

311，477

272， 553

260，361

131，270

122，787

112，574

92，720

58，070

52，621

43，392

「出所」 『85年下関港統計年報』10頁（加工作成）
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を及していくのか注目きれる61・

輸入項目では，∵1966年には水揚げ高日本一（28万5 ＝F 5'ン）を誇6た水産

品項目め凋落が目につく・（85年水揚げ高，全国15'位）。以西底引き網漁業

の不振，韓国内の魚食の普及（しかも高級魚指向）と加工技術の向上によ

る需要（韓国）め伸び，・漁場が近く（燃費が安い）背後に大消費地の存在

する博多・唐津への水揚港の移行などが如実に反映されているどいえよ

う。      tt                  t

注1）下関市港湾局『下関港要覧（昭和60年）』。ジェトロ山口貿易情報センター・

  山口県貿易センター「第31回および第46回貿易関係機関団体懇話会報告」『山

  口県貿易ニュース』85年1月号，86年4月号。

注2）北九州港・下関港航路集貨対策委員会『北九州港・下関港定期航路表（1985）

  』北九州港振興協会。『

注3）「第2回g3回貿易関係機関団体懇話会報告」『山口県貿易ニュース』82年8

  -9月号，82年10月号，『下関港要覧（昭和60年）』，北九州市港湾局『北九州港

  要覧（1985年）』参照6

注4）CYとは船会社と荷主間でのFCLコンテナおよび空コンテナの受取り・引

  渡し施設・FgL（Full Containe「Load）．猷荷主がコ≧テナへの詰め込み・

  野卑につV〈て自己の責任で行なう実入りコンテナ。同上，「第3'回報告」『山口

  県貿易ニューtス』82年10月号，11頁。

注5）CFSとは船会社と荷主間での：LCL貨物受渡し施設。 LC．L（Lessthan

  Container：Load）とは，貨物量にかかわりなくコンテナへの詰め込み・開梱を

  船会社の責任で行なうことを前提に荷主より引受ける貨物。同上「第3回報告」

  11頁。

注6）北九州市港湾局『北九州港要覧（1986年）』。

注7）「第1回・2回・4倒・22回貿易関係機関団体懇話会報告」『山口県貿易ニュ

  ース』82年6-7月号，8二9月号，11月号，84年4月号，『下関港要覧（昭和

  60年）』、『北九州港要覧（1985年）』参照。

注8）同上，「第2回報告」『山口県貿易二'ユーk』82年8」9月号，8頁。
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．注9）1975年の下関港輸出シェアの特異な高まg（表4）は，大型船舶の輸出増に

  よる1（75年船舶輸出が下関港の輸出に占める構成比は，戦後最大の52．3％に達

  し，以後，構成比は減少していく）。この時期は造船不況に伴う第一次造船合

  理化（78～79年）前の時期であり，下関の造船施設が戦後最大規模に達してい

  た。下関税関支署「年度別下関港貿易概要」等参照。

注10）同様の見解が，既に10年前の報告にもみられる。田中素香「下関港における

  外国貿易の現状」『下関商経論集（19巻3号）』1976年3月，103頁。

：注11）現在，対岸の小倉日明港（下関福浦港からわずか5．5㎞）に内国遠距離フェリ

  一（4航路・週45便）が集中している。前掲『北九州港・下関港定期航路表

  （1985）』34頁。

 L下関港の輸出構造

 表7（輸出品別表）および表10・11（国別輸出額表）を対照してみるこ

とにより1977年ん84・85年の間に進行した輸出構造の変化をみてみよう。

・＜輸出品目構造について＞

 77年と84・85年を比較してみる乙そこで注目される特徴は，輸出品目

別構成比において，船舶輸出，繊維及び同製品輸出，非鉄金属輸出（ア＞v

ミニウム及び同合金・銅及び同合金）の比重の低下であり，それに対して

化学工業生産品輸出，機械機器及び電気機器（船舶を除く輸送機器を含

む）輔出の比重の上昇である。

 まず，繊維及び同製品輸出の比重の低下（絶対額も低下）は，輸出仕向

．国（特に韓国・インド，表10・11）の繊維産業の発展（仕向国内の輸入代替

工業の完了→輸出工業化）を如実に反映している。ili12在tp一韓国は日本よ，b

繊維原材料（例えばナイロンの原材料イプシロン・カブmラクタム・CCC

N第6部2935110）を輸入し，完成品を輸出するという分業構造を完成し

ている。その結果，77年には輸出入がほぼ均衡していたζの品目は，85年

には下関港にとって大きな入超構造となって現象している（77年，輸出

115．7億円，輸入92．3億円→85年，輸出70．4億円，輸入315億円，表7・12）。



80年代における下関港の外国貿易一一一@72 一一

旺
総
『
（
遜
世
⑩
。
○
）

榔
癖
者
福
堤
丑
癖
』
姻
魍
渥
認
魚
田
覧
％
爬
慣
葦
H
孝
心
帰
9
紳
縦
断
囎
賦
置
《
乱
雑
冠
狸
・
蕪
前
脚
枢
認
再
認
ト
「
養
丑
」

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
く
園
無
団
慧
輝
張
圧
険
0
8
需
瀞
垣
（
坦
）

0
9

O
．
◎
◎

回．

｡
◎
っ

◎◎．

@
N

卜．

m
O
．
寸

寸
．
卜

寸
．
卜

O
．
o
う

ま
O
．
N

蟹
恪
灘

◎◎

l
．
2

8
二
。
卜
§

一
〇
ゆ
、
一

①
8
．
O
・

N
。
っ
。
Q
．
ゆ

◎◎

掾揩卜
蕊

ゆ
專
．
一

め
專
．
一

寸
O
卜

N
①
o
う

灘
 
 
坦

母
ゆ
。
◎
2

N
．
σ
◎

O
．
◎
o
◎
q

oっ．

W
O
．
o
◎

O
．
寸

O
．
◎
Q

卜
co

oっ．

＄
O
．
o
う

ヨ
慣
鯉

寸
。
○
。
っ
．
一

O
ト
。
○
．
寸

N
。
◎
一
浴

①
お

①
◎
○
㊤

N
需
．
一

別
◎
○
寸
．
一

ゆ
O
①

N
一
ゆ

懸
 
 
胆

母
詰
2

0
9

寸
．
N

寸
．
①
寸

O
．
◎
り
一

N
．
卜

O
．
ゆ

㊤
．
◎
◎

c
略
．
寸

。◎．

掾

ま
寸
．
回

蝦
怪
鯉

O
嵩
、
。
う
一

州
O
N

苺
寸
．
O

9
卜
．
一

①
ま

O
O
㊤

ゆ
e
q
一
．
一

卜
鴇
．

鈷
一
、
一

お
一

照
 
 
三

針
卜
卜
9

如
翌
Q
申

子
馴

（
や
釦
如
確
懸
三
二

 
 
 
 
，
V
四
二
三
盆
）

鵠
遜
恢
鯉
も
蔭
三
二
題
騨

瞠
姻
繕
縣

曜
二
三
繕

ト
ー
肖
応
も
翼
亭
や
然

覇
隷
H
蝕
ヤ
．

暗
㍊
匝
b
二
三
纒

曜
麟
羅
匝
も
四
二
《
艇
'

皿-

暗

賑
Φ
。
。
鴇
ト
一
無

賑無無
LQ σ◎ N
    くぬ

～～～
寸 く◎ o
    くぬ

報鴇鴇
㊤ 卜 ◎○
の の  

四駅駅

壕
お
～
苺
稔
雲
甑

 
、
塁
駐
三
駅

縣
。
。
卜
雛
ゆ
一
丁

（
二
〇
寸
）
賑
O
寸
鴇
卜
賦

 
 
騒
O
。
う
雛
卜
旧

懐
。
○
。
っ
～
。
◎
N
報
㊤
下

唇
。
う
り
～
O
ゆ
雛
H
一
思

（
ゆ
O
O
一
～
寸
O
㊤
H
）
懸
〇
一
認
寸
珊

 
 
 
 
（
。
っ
9
）
賑
。
う
箭
一
駅

、．

i
乞
O
Q
O
）
⑳
曲
曲
騎

士
 
 
世

一
 
 
腎

（（

r
）
丑
塔
避
．
（
圧
慎
“
）
騒
坦
）
榔
最
岨
卍
藩
 
ト
榔



一73一

 非鉄金属構i成比における比重の低下（7．2％→2．7％）は，70年代後半以

来，進行したこの分野の国際的産業調整の結果である。高価格の石油多消

費型産業（例えばアルミ・銅合金は電力・エネルギー多消費）は日本では既

に国際競争力を失い（構造不況業種），海外資源開発（例えばスマトラ島

のアサハン・アルミ）を進めると同時に，産業立地も海外（ASEAN

等）に移転しつつある。77年，主要仕向国であった韓国・シンガポール・

香港・タイ等は，一方で国内の輸入代替化の進行と同時に他方で輸入先を

これらの地域に変更していく傾向にある。ただし近代化を進める中国（こ

の産業の輸入代替化未完了）へはこの品目の輸出急増（85年，3．5億円）

が続いている。対アメリカへの輸出急減（77年44．9億円→85年5．1億円）

もこの分野での日本の国際競争力の低下を如実に反映したものになってい

る。

 また化学工業品輸出（特に韓国へのイプシロン・カプロラクタム，人造

プラスチック等）ヒめ増大も，相手国での産業構造の高度化を反映している

（輸出品目別構i成比 77年4．2％→85年7．4％）。この分野は，韓国でも70

年代後半以来の重化学工業化における成長産業であるが，未だ供給は急拡

大しつづある需要（各種工業部門の拡大）に追いつかず（特に高付加価値

技術集約製品），この品目を素材とした産業への輸出は伸長傾向にある。

例えば，イプシロン・カプロラクタム→ナイロン→タイヤ・コード，漁

網，織物・衣料等の産業へ，人造プラスティック→フィルム，レンズ，各

種自動車部品等の産業へ投入される。

 さて，船舶輸出め品目別にみる比重の低下と，それを代替する機械機器

及び電気機器の輸出の急増は下関港の輸出構造の変化の核心をなすもので

ある。

 船舶輸出は全輸出額に占める構成比において，表8にみる様に，1975年

の52％をピークに急落し，80年代前半に若干持ち直したものの重留を続け

ている（84年には品目別構成比における首位の座を，進況著しい機械機器

及び電気機器輸出に奪われている，表7）。
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 こめ船舶輸出の停滞は，洗進諸国造船産業の置かれた苦しい状況を直接

に反映している。図2にみる様に，、1976年をピークとして世界の建造・量

は，80年代に若干の持ち直しはあるものの長期停滞の状況下にある。その

限られた需要の中で，低価格を最大の競争力要因としたNICs（特に韓

国）の造船産業の追い上げは急であり（84年，第三造船諸国は世界全体のシ

ェアの27．9％を占め，西欧諸国合計の19．1％をはるかに凌駕），先進諸国

の造船産業は倍加した需要難に陥入っている。船種別（図3）にみると，

第一一ix石油ショック，（1973年）を契機としてダンカーの受注は激減し，

現在，』ばら積貨物船の限られた需要で生産を維持している状涜である。

 きて，下関の造船業界は，戦後i地元水産業界の活況と不可分に発展し

てきた。漁業会社の船舶建造・修理（しかも東シナ海での以西底引き網漁業

・大中型巻き網漁業を中心とした漁船の大型化・高級化）を中心に，市内

造船企業の設備も拡大してきたのである（76年，・'市内の造船設備は戦後最

大の規模）。加えるに，60年代エネルギー革命（石炭→輸入原油へ）の進

展に伴う大型タンカー需要が，造船産業の活況を支えてきた。しかし第一

次石油ショックを契機にした造船不況下（70年忌後半）で，78～79年の第

一次造船合理化が進行していく（この時期，日本全体で建造能力35％の設

備が削減された）。・そして，その本格的回復をみないまま，86年6月，第

二次造船合理化案が出されている状況である（「海運造船合理化審議会」

案→20％の設備削減，造船業界の集約化・グループ化，不況カルテル結成

          注1）
による操業調整等を計画）。

 現在，こうした苦しい状況下ではあるが，下関造船産業は第一次合理化

以前よりも多くの建造量（85年36．3万トン）を実現している〔価額も85年

は最高を記録（667億円），表8参照〕。表8・9にみる様に，第一次合理化

前と比較して，大型船くしかも高付加価値船）を建造した結果である。し

かし，『第二次合理化を控えた造船業界に，これ以上の下関港における輸出

のリ，漏ディング部門の役割を期待でき得ない6・それに代替す一る輸出品目

が，韓国の工業構造高度化に対応した機械機器及び電気機器晶目であるd
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図2 世界の建造量の推移
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図3 日本の船種別受注量の推移
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表8 下関港の船舶輸出の推移

醗i・973年175倒77倒79倒8・倒83倒84年185年

 聴
灘
織

（
137

69

192

370／o

307

104

530

520／o

238

77

647

49．40／o

91

44

170

17．40／o

113

26

296

19．90／o

234

37

537

360／o

307

33

488

28．60／o

363

38

667

34．10／o

（注）（1）千トン未満、1億円未満は四捨五入 （2）構成即ま全輸出価額に占める比率

「出所」 75年以前は下関税関支署資料（年度別下関貿易概況など）より

 77年以降は門司税関資料（外国貿易年表・年度別門司税関管内貿易概況など）

 より

表9 下関港の船舶類輸出実績（85年1月～12月）

 中  国

 パナ マ

 リベリア

 ギリシア

 イギリス

モザンビーク

マダガスカル

 その他

隻数

噌
⊥
7
8
Q
U

-
↓
-

-
¶
工
9
一
9
り
Q
J

 
 
 
 
1

雛の別

新造［帖

-
占
4
凸
3
1
占
-
占

¶
⊥
可
ユ

9
一
〇
〇

12

3

1

種  類  別
総トン数

（100トン）

貨物船1・洲漁船1その他．

Q
ゾ
0
3

 
1

-
↓
-

1

6

9
臼
Q
J1

9
臼
¶
⊥

11

660

1477

485

247

 64

 4

 3

 33

 価額

（千万円）

2451

2385

1139

333

255

 55

 53

91

合計i51i47i4125【6i6・41297316762
（注）100トン未満，1000万円未満は四捨五入。表8とは数量・価額ともその他

  の船舶等の算入により若干の差異がある・。

「出所J下関税関支署資料より加工作成
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 85年現在，表7にみる様に，機械機器及び電気機器輸出は5832億円であ

り，船舶輸出の6669億円とほぼ拮抗している（84年は逆転）。

 特に，機械機器・電気機器輸出の中でも，'以下の品目は価額（通関統

計）が大きい（85年）。一

 CCCN61300事務用機器（電子式自動データ処理機械等），30．7億円

 CCCN61400金属加工機械，5．2億円（特に61420工作機械3．1億円）

 CCCN61600工業機械，100．9億円（特に，ポンプ及び遠心分離機16億

円，荷役機械17億円）。

 CCCN62000電気機器，283．6億円（特に，62100重電機器64．8億円，621

20電動機23．5億円，62200電気回路用機器52．3億円，62500通信機器類31億

円，62711 1 C14．8億円，627131C部品27．8億円，62730コンデンサー12．8

億円。

 ここで挙げた機械機器・電気機器輸出のほとんど（品目によっては100

％）は韓国直輸出である。80年代に入り，韓国工業の高度化に伴い，そこ

で必要とされる部品・機器輸出が主要な構成比を伴って現われていること

が注目きれる。特に70年代には少額であったIC・「IC部品・コンデンサー

輸出が激増している。これら中間財の対韓輸出品目は，後述する輸入品目

の中で，韓国製のIC，通信機器，時計（IC内蔵）等の最終消費財とな

り，韓国の対日主要輸出品目として現象している。つまり，日本（米国）

からのIC対韓輸出弩韓国からのIC内蔵の対日（米）最終消費財輸出，

日本（米国）からのIC部品の対韓輸出＃韓国からのIC対日（米）輸

出，という韓国加工貿易の構造である。この貿易の過程で，韓国の先端技

術導入および開発が現在進行中であり，次第に高機能の韓国国産IC（25

6キロビット）が世界市場に登場しつつある。

 きて，韓国工業化の対先進国（特に対日）依存構造がいわれて久しい

が，その内容は時期を経過するにつれ大きく変化している。輸入代替工業

化の進行時期（60年代）は．．同じ対韓国機械輸出でも技術的に単純な労働集

約産業向けの晶目がま流であった（例えば繊維機械・部晶およびそれに伴
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う繊維原材料）。しかし，この対韓輸出品目は70年代に入り次第に比重を

下げ，韓国の重化学工業化の進展およびその産業の輸出化（70年代後半～

80年代）により，その為の機械・原材料輸出が比重を高めてくる（工作機

械・金属加工機械・化学工業品原材料等）。現在の対韓輸出品目は，韓国

の先端産業育成を反映レた貿易構造に次第に移行しているのである。

 現缶韓国の工業は重化学工業→技術集約工業化への進捗の過程にあ

る。てれは，最終財輸入代替工業化→加工輸出工業化の延長上の動きとし

て把握できる。その過程で一定の後方連関効果，国内生産の多角化とかな

                         注2）
りの現地資本の成長および輸出品構造の多様化がみられた。しかし，輸出

入品構造をみる限り，韓国国内産業にとって前方連関効果（最終需要生産

以外の分野の経済活動が，その生産物を別の新しい経済活動の投入物とし

                          注3）
て使用する努力を誘発する効果）が強い反面，後方連関効果（最終需要生

産における経済活動が，自己の活動に必要な投入物を国内生産によって供

給しようとする努力を誘発する効果）は未だ十分に働いていないb

 今後の韓国経済にとっての大きな課題は，対外的には強まりつつある先

進諸国の保護主義・管理貿易を乗り超え，世界市場での限界供給者として

の位置を完全に脱することと，国内的には，基本的に国産技術（IC・各種

機械部品・工作機二等）による中間財・生産財部門（およびその国内市

場）の確立である。特に，技術集約的な中間財・生産財の部品自体の国内

生産とそれを荷う広範な下請け部門（中小資本）の育成であろう。この過

程を経過するならば，新しい国際分業の編成と更なる貿易構造の変化が予

想される（韓国のIC部品」工作機械そのものの対先進国輸出へ）。

〈国別輸出動向について〉

 さて，将来的動向はともかく，上述の韓国工業の高度化を直接反映する

下関港の貿易にとって，一韓国の占める比重は圧倒的である。一

 この事情は，国別貿易額表をみるとより明確になる（表10．11）。1977年

（表10）．と1985年．t（表11）の国別の輸出額表：を比較してみる，と・）第一の特

徴は，77年における仕向国の分散化が，85年には韓国が圧倒的比重を占め
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表10 1977年国別貿易額表（輪出）（千万円）

仕 向 国

大韓民国．

リーベリtア

シンガポール

ア メ リ カ

バミューダtt

アルジェリア

ソ    連

カ  ナ  ダ

パ  ナ  マ

イ  ン  ド

中華民国
朝鮮民主主義
人民共和国

中華人民共和国

そ の 他

合 計、

価額

1
0
5
5
2
9
1
0
0
．
6
8
・
3
2
8

3
 
9
，
6
 
2
 
9
 
3
 
5
 
4
 
3
 
8
 
2
 
2
 
2
 
3

8
7
1
9
6
6
5
5
5
3
1
．
 
8

2
噌
⊥
ド
ー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・
 
2
13，110

構成比

22．oo／，…

13．7・・… ．

8．9・”…

7．0・一…

5．3・・・…

4．9一・・…

4．2・・・…

4．1一・一・

4．0・・・…

2．9・・一一

1．0'”r”

O．2・・・…

O．2tr'：”

21．6

100．0

、主 要 品 目
．．'

@械機器・電気機器・船舶
'繊維類・非鉄金属・化学工業品

…船舶

…非鉄金属・船舶

…タイヤ・非鉄金属・機械類

…船舶

…船舶

…鉄鋼製品・船舶

…タイヤ・鉄鋼製品

…船舶

…繊維及び同製品

…繊維類，非鉄金属

・，・非鉄金属

…鉄鋼製品・（管及び管用継手）

（注）千万円未満は四捨五入

「出所」下関税関支署資料。門司税関資料より加工作成

る構造へと変化してきていることである。・これは上述の様に，'韓国の急進

展した重化学工業化に伴う機械機器・電気機器および化学工業品（原材

料）貿易の伸長を反映している。第二に，77年にはほとんど下関港からの

輸出のなかった中国が，対外経済開放政策および国民経済の近代化の進展

（その為の船舶・鉄鋼製品の対中輸出）と伴に，韓国に次ぐ大きな比重と

して登場して『きたことである（85年，14．3％）。第三に，便宜丁丁船（船

主の母．国以外の国で便宜的に登録した船。パナマ・リベリ・アtバミsみダ

等の国に登録した船は，船舶安全規則が厳しくないので自由に低賃金の外
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表111985年国別貿易額表（輸出） （千万円）

仕 向 国

大韓民国
中華人民共和国

パ  ナ  マ

リ ベ リ ア『

ア メ リ カ

ソ    連

イ ギ リ ス

ギ リ シ ア

オーストラリア

カ  ナ  ダ

イ  ン  ド

中華民国

そ の 他

合 計

価額

8，832

2，796

2，390

1，153

 914

 506

 359

 333

 314

 242

 217

 167

1，325

19，548

構成比

45．20／o…

14．3・一・・…

12．2・・・…

5．9・・・…

4．7… L”

2．6… 一・

1．8・・・…

1．7… 一・

1．6・・・…

1．2・L・．”

1．1一一”

O．9・一…

6．8・・・…

100．0

主 『要  品  目

…機械機器・電気機器・化学工業品

…船舶，'鉄鋼製品（管・管用継手）

…船舶

…船舶

…タイヤ・魚介類調製品

…鉄鋼製品

…虫唾白・タイヤ

…船舶

・・ ^イヤ・鉄鋼製品

…タイヤ・鉄鋼製品

…繊維及び同製品。鉄鋼製品

…繊維及び同製品

…原皮

（注）千万円未満は四捨五入，朝鮮民主主義人民共和国への輸出は

 2，200万円（構成比0．01％，銅及び銅合金・貨物自動車の輸出）

「出所」下関税関支署資料・門司税関外国貿易年表等により加工作成

国人船員を雇用でき，船への課税率も低い）が大部分とはいえ，船舶輸入

国が構成比において大きな比重を占めていた構造から，造船不況を反映し

その比重を低下さしていることである。

 下関港の今後の展望として特に重要なのは，第一と第二の特徴である。

この傾向は両国の工業化および近代化の進展につれ，更に進捗していくも

のと思われる。面詰アジア貿易の拠点（仕向地域の専一化傾向）として，

下関港の今後の展望が位置づけられると同時に，その為の港湾・諸施設・

制度の改善が要求されているといえよう。
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注1）『日本経済新聞』86年6月26日号。

注2）同様の認識が以下の論文に．もある。本山美彦「新興工業国（NICs）をどうと

  らえるか」『国際経済』（国際経済学畔編）第32号，1980年7月。平川均「新興工

  業諸国の「従属性」について」『長崎国際経済大学論集』第15巻1号，1981年8

  月。

注3）前方連関効果および後方連関効果の双方に関しては，本多健吉『低開発経済

  論の構造』新評論，1970年，253～254頁，およびA．0．：Hirschman， The

 StrategγOf Economic Development， New Haven，1958（麻田四郎雄『経済

  発展の戦略』厳松堂，1961年）を併せて参照のこと。

 皿．下関港の輸入動向

 表12（輸入品別表）および表15・16（国別輸入額表）を対照してみるこ'

とにより1977年目84・85年忌間に進行した輸入構造の変化をみてみよう。

〈輸入品目構造について〉

 輸入品目別（表12）にみると，魚介類及び同調整品は依然として構成比

においても変化ないが（品目別一位），一次産品（穀物類・砂糖・木材・

重油等）輸入の構成比が低下した反面，機械機器及び電気機器輸入・繊維

及び同製品輸入の構成比が顕著な上昇を示している（あるいは一次産品で

はあるが飯釜フェリーによる野菜・果実輸入も比重を高めている）。

 下関港の輸入にとって特に問題となるのは，向点及び同製品輸入・機械

機器及び電気機器輸入の伸長傾向と，構成比の大きい魚介類及び同調整品

の輸入動向である。

 繊維類，機械・電気機器輸入の増大は，輸出動向の個所で指摘した様

に，韓国の工業化の進展が直接に反映している。

 繊維及び同製品の輸入増（構i成比，77年7．3％→85年13．9％，表12）

は，特に最終消費財の輸入増である。この項目の主要な具体的品目とし

ては，CCCN88200各種衣類→85年282．4億円（内，韓国の比重99．5％），
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CCCN 84000織物用品・繊維及び繊維製品→85年32．6億円（内，韓国の

比重99．8％）がある。また，前述した様に，化学工業品原材料（ナイロン

原材料，カプロラクタム，日本から輸入）を使用した大衆消費社会の需要

に合わせた韓国製品（パンティ・ストッキング等）の輸出増にも注目して

おく必要がある。

 機械機器・電気機器（船舶を除く，輸送機器は含む）の輸入増もまた注

目に値する（77年構成比12．9％→85年19。1％，表12）。下関港の全輸入総

額（85年7113億円）の内，韓国からの輸入はその78．5％を占有するが，こ

の品目の輸入は更に韓国の比重が高い。この商品項目輸入総額（85年，43

3．1億円）の内，韓国からの輸入は428．2億円でその割合は98．9％にのぼ

る。またこの品目は，その比重において以前は韓国からの工業品輸入の主

流であった繊維類（85年，韓国からの輸入総額に対する比率，17．6％）を

はるかに凌駕して77年18．5％（同比率）→85年24．1％と大幅に伸長してい

る。

 特に注目されるのは，先端機器を使用した製品の対日輸出の伸びであ

る。具体的には以下の品目があげられる（下記の価額'（通関統計）のほと

んどが韓国からの輸入）。

 CCCN71210電算機・付属機器，25．7億回目

 CCCN71600電気機器，304．2億円（特に716111C92．4億円，71640重

電機器136．8億円，71660通信機器33億円）。

 CCCN73100時計（特に73110腕時計）89億円。

 輸出構造の分析の個所で指摘した様に，韓国の工業構造の高度化（重化

学工業を基盤とした先端産業分野育成）を反映した輸入構造の変化（韓国

にとっては輸出構造の変化）といえよう。しかし，これらの製品の素材・

部品は，高機能の韓国国産製品（EPROM紫外線消去・書き込みメモリー一
              注1）
等）も輸出市場に登場してきたが，先端技術（高機能）の多くは開発途上

であり，先進諸国（米国・日本）からみ輸入（あるいは資本・技術導入）

に依存している部分も多い。
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図4' 坙{の永産物貿易あ推移

                      万トン

                        140一

    千億円   輸入量輸入額12・

    10t ．／一“ A V  ／V tIOO
    8，  一 ρ      ノ '80簸

   金6s・・”一一一v    輸出量  60量
   額一4             輸出額    40
    21 ．．．一一一一．．一．．”．．．．一・・一”””一”'L；；T'L”一”' 120

    0一．．o                       融年  1975 ． ． eo

資料：大蔵省「日本貿易統計」ふら再編

注：数量は，製品重量である。

「出所」『漁業白書（85年版）』30頁

図5．躰の主要騨先騨合の蹄（金額）
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「出所」『漁業白書（85年版）一』31貢
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図6 漁業種類別水揚量（1985年度） 図8 主要魚種別水揚量（1985年度）

延縄漁業（唐戸魚市）2．3％

大中型まき網3．6％

韓国鮮魚5．3％

韓国

活魚介類

  6．4％

沿岸
10．5AO

延縄漁業（本藍）0．' Q％

冷凍魚

11 ．2％o

貨車，トラック

  26．7％

総水揚量

120，876t

以西底びき網

  13．5906

沖合底びき網

 20．3％

 カマス0．6％
  キダイ0．6％

その他フグ0．8％

   鯨0．9％
  シイラ1．1％
 シタビラメ1．5％

   サワラ1．6％
    サザエ1．8％
     本フク'2．1％

        イカ

         ll．5％

その他       冷凍魚

            11，2％' 31 ．3％

     総水揚量
             カワハギ
     120，876t iI'-i・li一．．．．．L5．9％o

           カレイ

       讐

グチ2；1％「

 エ'ソ2．7％

    アジ3．4％

「出所」山口県下関水産事務局『下

関漁港統計年報（85年版）』10頁

「出所」図6と同じ，11頁

図7 漁業種類別水揚金額（1985年度） 図9 韓国輸入水産物取扱量（1985年度）

大中型まき網0．4％

    韓国鮮魚

  沿岸 7・6％

   8．10／o

以西底びき

8．10／o

沖合底びき網

 11 ．5％

延縄漁業（本港）0．3％

貨車，トラック

  20．2％

総水揚金額
（推定）
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 韓国産

活魚介類
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冷凍魚

13．7906

延縄漁業

（唐戸魚市）

17．8AO

     アジ0．7％

    グチ0．8％

  コチ1．4％

マナガツオ2．3％

ハマグリ2．9％

タコ3．4％

その他

7．10／o

カレイ

 6．1％

鯨 肉

 8．1％

    サワラ

   9．5SOI6

韓：国輸入

水産物

14，147t

シタビラメ

11．5AO

赤 貝

  30．5％

サザエ

15．7906

「出所」図6と同じ 「出所」図6と同じ，11頁
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表13西日本主要4漁港水揚量の推移
   （単位千トン）

t976

 79

 82

 85

過去10年

の平均

下関漁港

156

140

132

121

136

長崎漁港

200

216

203

204

206

博多漁港

287

311

265

229

268

唐津灘港．

133

143

123

118

126

（注）千トン未満は四捨五入

「出所」山口県下関水産事務局『下関漁港統

 計年報（85年版）』58頁より加工作成

表14下関港における韓国輸入水産物の推移

＼項目

年衣

1976

 77

 78

 79

 80

 81

 82

 83

 84

 85

隻数（隻）

卵13
1' C 979

1，861

1，569

1，427

1，456

1，282

1，004

 883

 666

数 量
（トン）

45，767

29，107

23，225

23，745

16，210

17，315

16，083

17，576

17，160

14，147

推定金額
（千円）

20，951，594

18，065，464

14，634，510

11，776，569

10，863，803

11，099，427

10，780，798

10，884，803

11，701，088

10，574，548

総水揚量に対
する割合（％）

29．4

22．0

17．9

17．0

10．7

12．4

11．5

13．0

13．6

11．7

「出所」山口県下関水産事務局『下関漁港統計年報

 '（8S年三）』33頁
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 続いて下関港の輸入にとって重要な位置（85年構成比31．4％）を占める

水産物貿易の動向をみてみよう。図4にみる様に，近年，日本の水産物貿

易は増加傾向にある。国別の輸入の特徴（図5）では，発展途上国からの

輸入が比率を下げ，米国・カナダをはじめとした先進諸国からの輸入が増

加している。

 下関港の現況は，1966年の28万5千トン（全国一位）をピークに，85年

現在，水揚量は全国15位の約12万トン（図6・8）に落ち込んでいる。こ

の原因は第1に，大型船による以西底引き網業・大中型巻き二業の低迷が

                        注2）
挙げられる（図6・7）。1975年と85年の漁獲i量を比較してみると，以西

底引き網業（36千トン→16千トン），東シナ海の大中型巻き網漁（30千ト

ンから4千トン）と大幅に低下している〔特に後者は66年のピーク時で全

水揚量の45％の13万トンを記録していた（アジ・サバ・イワシ等）〕。これ

を若干補うのが，沖合底引き網業（17千トン→25千トン）と沿岸漁業（8

千トン→13千トン）の漸増である。下関の漁業の水揚げは，近・沿岸（沿

岸フグ漁業を含む）を中心とした小規模漁業のそれに転化しつつあるとい

えよう。第二は，以西底引き網業の減船のほか，漁場が遠くなり（水温の

低下で漁場が南下）燃費節約の為，漁場に近い長崎・福岡・唐津などへの

水揚げ傾向があるためである。これは表13にみる様に，西日本の主要な4

漁港の内，下関港の低下が一番著しいことにもみてとれる。第三に，日本

船の水揚：量低下を補っていた韓国からの輸入水産物の大幅な低下である。

表14は鮮魚・活魚類を中心とした統計であるが，総水揚量に対する割合に

おいて10％そこそこの低迷である（通関統計による魚介類及び同調整品項

目は，冷凍品，魚介類調整品等を含むので数値は大きく現われる）。この

原因として，マナガツオ・サワラ等の漁獲量自体の落ち込み（漁法の発達

による乱獲等）と同時に，韓国での消費構造の変化（動物性蛋白質の摂取

あるいは所得向上による高級魚指向）により韓国国内需要が増加したこと

が挙げられる。しかし，韓国からの水産物輸入は図8と図『9の対照にみる

様に依然として高級魚中心である（また，総水揚量に対する韓国産活魚介
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類・鮮魚の割合，11．7％（図6）に対して金額比は19．9％（図7）と高い

割合である）。

 以上，水産物貿易全体の今後の展望は決して明るいとはいえない。今後

は，水産物貿易のシェアを二二に奪われない様な施策を遂行していくこと

が望まれる（保税上屋的冷凍貯蔵庫の拡充，生鮮品検疫時間の拡大（およ

                             注3）
び日・祭日検疫），三二フェリー冷凍コンテナの拡大，鮮魚国内輸送の整

備，韓国だけでなく中国・東南アジアからの輸入拡大等）。

 ＜国別輸入動向について＞

 1977年と85年の国別貿易額表（輸入）を比較して最も顕著な特徴は，輸入

に関しては輸出以上にますます韓国への専一化傾向を強めたことである

（表15・16）。輸入相手国別の構成比において；77年58．3％に対して85年は

・実に78．5％（輸入総額2265．3億円の内，1778．9億円）に達している。この比

率は特定の主要品目（85年）をみると更に高くなる。

'CCCN13000魚介類・同調整品は94．6％（輸入総額711．3億円の内，67

2．8億円）。

 CCCN70000機械機器・電気機器（ただし船舶を除く輸送機器を含む）は

98．9％（輸入総額433．1億円の内，428．2億円）。この品目の中で特に，

CCCN71210電算機・付属機器の25．7億円， CCCN716111Cの92．4億

 円，CCCN71660通信機器の33億円， CCCN73100時計（その大部分

は73110腕時計）の89億円は，全量，韓国からの輸入である。

 CCCN88000その他i雑製品（家具・・一はき物・玩具・運動用具・旅行用

具，ただし衣類は除く）は，99．8％（輸入総額85．1億円の内，84．9億円）。

 CCCN 84000織物用糸・繊維及び繊維製品は，99．7％（輸入総額32．6億

円の内，32．5億円）◎

 CCCN88200衣類は99．5％（輸入総額282．4億円の内，281億円）◎

 また，上述の韓国への専一化傾向（輸入〉に対して三三フェリt一一一の果し

た役割は非常に大きい・（対韓国輸出比で97．4％，一輸入比で64．7％，後

述）：。これは下関および下関を通過港（中継港）どぴた後背地の日常必需
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表15 1977年国別貿易額表（輸入） （千万円）

仕 出 国

国
 
力

民
 
リ

韓
 
メ

大
 
ア

ト
ル
連
ア
ア
コ

帽
∴
習

ク
ジ
ソ
マ
オ
モ

ダ
ド
国
国
他

 
ン
 
和

 
ラ
民
共

ナ
ジ
 
民
の

 
一
華
人

 
ユ
 
華

カ
ニ
「
中
中
そ

合 計

価 額

613つ7

775

4
4
4
3
3
3
2
2
1
 
，
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
12，558

構成比

58 ．30／o ・・・…

4．6 ・・・…

3．9 ・・・…

3．8 一・…

3．2 ・一・一

3ユ ……

2．8 一…・

2．5 一・・一

'2．3 一・…

2．2 一・…

1．4 一・・一

〇．1 ・一・一

11．8

100．0

主  要  品  目

．．．魚介類及び調整品，繊維類

 機械機器（電気機器）

 とうもろこし・こうりゃん
…木材・機械類・非鉄金属

…石油

…石油

…石油・機械類・非鉄金属

…木材

…砂糖・こうりゃん・亜鉛鉱

…燐鉱石

…亜鉛鉱・小麦・非鉄金属

…木材 肉

…砂糖・繊維類

…とうもろこし・野菜

（注）千万円未満は四捨五入，朝鮮民主主義人民共和国からの

 輸入は2，300万円（構成比0．02％，魚介類の輸入）

「出所」下関税関支署資料・門司税関資料より加工作成

品レベルにも反映している。特に83年以降の毎日運航は，輸入品目構造に

も大きな変化を与えている。例えば，野菜・果実輸入の急増がそれである

（輸入品目二二i成比，77年5．3％→85年9．0％）。85年，C C C N 15000野菜

・果実品目の総輸入額204．2億円の99．1％（202．3億円）が韓国からの輸入

であり1生活次元でも関釜の結びつきは想像以上に大きい。

 つまり，亜鉛鉱・燐鉱石・アルミ、．インゴワ・ト・・木材・重油等の：：［；業用第

一次素材以外のほとんどの輸入留目は，韓国に依存しているといってよ
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表161985年国別貿易額表（輸入）（千万円）

仕 出 国 価 額

三韓民．国・7789

ア『 ?リ カ  1222

オーストラリア  530

マレーシア 517
シンダポー～レ 451

モ ロ ッ コ   330

ベネズエラ 28Q

ニュージランド．227

、イタリア 165
カ  ナ  ダ  129

台    ．湾  112

ペ   ル   一   105

ザ ン ビ ア   98

中華人民共和国   88

鷲蘇蟻8・
そ め 解 529

合 計 22653

構成比

78．50／o・・・…

5．4 一・一・

2．3 一・・一

2．3 一・一・

2．0 r'””

1．5 一・一・

L2 ，・・…

1．0 ・一一・

O．7 一・一・

O．6 ．． 一・…

O．5 一・一・

O．5 一一一

〇．4 ・… 一

〇．4 一・一・

O．4 一一一

2．3

，100．0

主 要 品 目

 機械機器・電気機．
…器・魚介類調整品

…魚介類調整品・重油

…亜鉛鉱・小麦・砂糖

…木材

…重油。木材

…燐鉱石

…アルミインゴット

…アルミインゴット

…重油

…小麦・木材

・・ ?恤ﾚ●化学工

…亜鉛鉱

…銅及び銅合金

…とうもろこし．重油

…魚介類及び調整品

     （注）千万円未満は四捨五入

     「出所」下関税関支署資料・門司税関外国貿易年表等により

        加工作成

い。以上，輸出以上に輸入構造は対韓国依存を強化しつつあるのが，・下関

港の現状である。

注め'韓歯産茎Cは，従氣低機能製品（デジタル時tt・電卓等）ttが多かった6し

  かし，86年7月，IBM（米国）が三星半導体通信（韓国）から 256キロビット
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  DRAM（随時書き込み・読み出しメモリー）を大量に購入した。世界で最も

  厳しく製品の信頼度を要求するIBMが高い技術評価を出したことに，韓国IC

  業界の先端技術開発・導入の進展の一端がうかがえる『朝日新聞』86年8月24

  日号。

注2）山口県下関水産事務局『下関漁港統計年報（昭和60年版）』23頁。

注3）鮮魚国内輸送に関してはかなりの努力がみうけられる。86年3月，国・県・

  市の補助による東京往復の鮮魚専用冷凍コンテナ鉄道輸送（4日に1回の往復）

  の開始がその一例である。『山口新聞』86年3月4日号。

 立論 関門港（北九州港・振出フェリー）のコンテナ貿易

 60年代に開始されたコンテナ貿易は，次第に貿易の主流となりつつあ

る。特に，下関港での関南フェリーコンテナ輸送にその傾向が強い。本稿

では幽幽として，関門港のコンテナ貿易の概況をみることにより，その実

態と問題点を指摘するに留め，コンテナ貿易の将来と下関港をめぐる東ア

ジア貿易（日韓・日中）のより詳細な検討は，日本全体の今後の貿易動向

を含めて別稿で改めて論じたい。

 さて本稿では，最初に北九州港のコンテナ貿易動向を，続いて下関港の

それを論じていくことにする。

 現在，北九州港（特に田野浦・太刀浦コンテナバース）では急速に貿易

のコンテナ化が進行しているが，' W5年の貨物量（フレーート・ト勢で見る

限り，移出で4．4％（表17），移入で1．24％（表18）を占めているだけで

ある。これは北九州港のコンテナ以外の移出入品目が，未だ在来型重化学

工業（長厚重大）を中心としていて，貨物量としては大きい素材品が多い

結果によるものと思われる。しかし，価額（通関統計）でみるとコンテナ

化の進捗状況は著しい（表19）。85年のコンテナ化率は輸出額の36．6％，輸

纈の16・融融，1≧テ環励次第に北九塒貿易嘩轍形成し
始めている。また，海外からのダイレクト輸送（主t'して北米航路）より

も，メインポート（北九回忌の場合は阪神港）との内国貿易によるフィー
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ダー輸送の比重が高い（移出の74％，移入の60．3％，表17・18）という地方

コンテナ港の特性も現わしている。

 門司税関が85年10月の1ケ月間に実施した「全国輸出入コンテナ貨物流

動調査」（輸出入申告の際，荷主・通関業者より調査票を回収し集計）を

表17北九州港のコンテナ率（1）（移出貨物量）単位千フレートトン

1977年

1979年

1981年

1983年

1985年

     総コンテナ総記出額
     移 出 額

34430

37608

37098

35764

37354

686 （2．0 o／．）

783（2．1）

884（2．4）

1354（3．9）

1650 （4．4）

ダイレクト
 （外貿）

22 （3．20／o）

27 （3．4）

92（10．4）

285 （21）

429 （26）

ブイーダー
（甲羅）

664（96．80／o）

756 （96．6）

792（89．6）

1069（79 ）

1221（74 ）

（注）総コンテナ移出額の（）は総移出額に占める比率，ダイレク

  トとフィーダーの（）は総コンテナ移出額に対する比率

「出所」北九州市港湾局『北九州港要覧（1986）』

表18北九州港のコンテナ化率（2）（移入貨物量）単位千フレートトン

1977年

1979年

1981年

1883年

1985年

総移入額

51726

51596

50568

50832

54655

総コンテナ

移 入額

67（O．10／，）

178．（O．3）

232（O．45）

430 （O ．84）

680（1．24）

ダイレクト
 （外貿）

8（11 ．90／o）

20 （11．2）

52（22．4）

149 （34．7）

270（39．7）

フィ・・一・ダー

（内貿）

59 （88．10／e）

158（88．8）

180 （77．6）

281 （65．3）

410 （60．3）

（注）総コンテナ移入額の（）は総移入額に対する比率，ダイレク

  トとフィダーの（）は総コンテナ移入額に対する比率

”丁出所」表17と同じ tt
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表19北九州港のコンテナ化率（3）（通関統計）単位億円

麟目

1979年

1984年

1985年

総輸出額

5543

7786

7696

コンテナ

輸出額

 909 （422）

3137 （2201）

2816（2002）

コンテナ化率

16．40／o（46．40／o）

40．3 （70．2）

36．6 （71．1）

総輸入額

3214

4938

4851

コンテナ

輸入額

197 （43）

759 （529）

796（562）

コンテナ
化  率

6．10／o（21．80／o）

15．4 （69．7）

16．4 （70．6）

（注）コンテナ化率は，総輸出入額に占めるコンテナ輸出入額の比率。 （）内

  は門司の田野浦コンテナヤードのコンテナ輸出入額と，コンテナ輸出入額

  に占める田野浦港の比率。千万円以下は四捨五入

「出所」門司税関資料（コンテナ統計等）より

みると極めて興味深い結果があらわれている。

 北九州港ではこの期間（1ケ月間），輸出品三后構成比（トン数）の主
                注2）
要なものは，原料別製品（ゴムタイヤ及びチューブ，合成繊維順送）が

31．4％，機械類及び輸送用機器（自動車・同部品，二輪自動車，荷役機械

等）が25．6％，化学工業生産品（人造プラスティック，有機化合物等）が

20．4％，食用に適しない原材料（人造繊維，合成ゴム等）が12．7％，等．

となっている。輸入品目別構成比（トン数）の主要なものは，生ゴムが36．9

％，肥料及び粗鉱物が10．0％，はき物が5．0％，製材が4．7％，果実及び野

菜が3．7％等となっている。輸出入いずれも，在来型工業（下関及び山口

県，北九州市及び福岡県地域の地場産業が中心）を主軸としたものになっ

ているといえよう。

                         注3）
 物流動向もこの傾向（近隣i：地域が中心）を反映している。

 輸出コンテナ貨物（トン数）の流れ〔生産地→コンテナ詰場所→船積港

（北九州港）〕をみてみると，この時期（85年10月の1ケ月間）の輸出コンテ

ナ量合計38614トンの内，その生産地は，福岡県が12623トン（32．7％），

山口県が11758トン（30。5％）であり，、そのコンテナ詰場所では，丁丁県

が30284トン'（78，4％），．山口県が47エ0トン（122％）．となっている。，輸入

コンテナ貨物（トン数）の流れ〔船卸港（北九州港）→コンテナ取出場所
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表20 二三フェリー（コンテナ）貨物の輸出入額（港湾統計）

               単位（100フレートトン）

1971年

1975年

1982年

1983年

1984年

1885年

下関港め
全輸出額

2349

2536

3045

3985．

4665

5597

関釜フェリー
（下関→釜山）

14（O．60／，）

409（16．1）

842（27．6）

1164（29・2）

1624 （34．8） ．

1838（32．8）

下関港の
全輸入額

18276

11160

13663

14852

． 15822

17346

関釜フェリー
（釜山→下関）

 34 （o．20／．）

 803 （7．2）

1113 （8．1）

1851 （12．5）

' 2408（15．2）

3055（17．6）

（注）1983年5月8日より毎日就航開始（70年6月19日～82年5月7

  日，週3航海）。100フレートトン未満は四捨五入，（）内は

  輸出入額に占め，る比率。

「出所」下関市港湾局，年度雨下関港統計年報よ' 濶ﾁ工作成

表21 関心フェリーくヌンテナ）貨物の輸出入額（通関統計）

                   （単位千万円）

1971年

82

83'

84

85

輸出額

91

3978

5574

8059

8605

対韓国輸
出比

22．70／o

80．2

88．5

95．8

97．4

対総輸出
額比

30／o

23．4

37．4

47．2

44

輸入額

368

4808

6926'

10385

11507

対韓国
輸入比

40．20／．

42

52‘4

62．5

64．7

対総輸
入額比

13．20／o

28．4

38．3

47．1

50．8

（注）千万円未満は四捨五入

「出所」下関税関支署資料より加工作成

→消費地〕をみてみると，同時期の輸入ゴンテサ量合計2SO43 'トンの内，

・そあコシテナ取出場所は福岡県が192・12J：・ト：ン．（68‘5％）S'山自県が4100・トン

（14．6％）であり，その消費地では福岡県が14363トン（51．2％），山口県
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が4139トン（14．8％）となっている。つまり北九州港では，コンテナ物流

動向は移出入とも近隣地域の産業と結合して動いていく傾向カミ存在する。．

 国別の動向をみると，輸出仕向地としては，貸物量構成比（トン）にお

いてアジア地域が72．0％（香港15．9％，台湾15．8％，中国12，0％，韓国7．

0％，シンガポール5．3％等），米国が19．8％，欧州3．4％等であり，輸入仕

出地については，アジア地域が77．6％（タイ422％，台湾20，2％，中国5．

9％'， ・ Pt国4．5％等），・欧州が9．0％，北米地域が5．2％（米国4．3％）等とな

っている。輸出入とも東アジアが中心であるが国別の多様化はかなり進ん

でいる。

 北九州港のコンテナ貿易は東アジアを中心に（補足的に北米・欧州地域），

地場（および近隣地域）の在来型工業と結合する形で展開しているといえ

よう。

 これに対して，下関港では臨急フェリーがコンテナ貿易の基軸である。

表20にみる様に，、下関港の貸物量（フレート・トン）でみた全輸出量の32

．8％（85年）・三三入量の17．6％が三三フ4リーによるも㊧である。この

比率は通関統計による価額でみると圧倒的なものとなる。表21にみる様

に，対面輸出額比り44％，対総輸入額比の50．80Zo，対韓国輸出比の97．4

％，対韓国輸入比の64．7％にも上っているのである。

 「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」にも，下関港の韓国を中心にレた

コンテナ貿易の発展がみて≧れる。

 85年10月の1ケ月間，貨物量（．トン数）でみた輸出構成1［iにおける主要

な品目は，前述した様に，韓国工業の高度化に伴う輸出構造の変化を反映

して，機械及び輸送用機器類（半導体・自動車部品・・電気機器等）が40．8

％，化学工業生産品（人造プラスティク・有機化合物等）が23．7％，原料

別製品（合成繊維高等）が14．1％等となっている。輸入品目構成比Q主要

なものは，果実及び野菜が33．8％ゑ衣類がzp，4％，魚介類及び同調製品が

12．6％，はき物が7．3％等と日用生活必需品を中心とし準ものになってい

る。、
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 国別の動向をみると，輸出貨物の98．5％が韓国向けであり，輸入貨物の

99．9％が韓国からのものである。下関港のコンテナ貿易のほとんど全部を

関釜フユリーが荷なっているといえよう。'

 続いて下関港における輸出入コンテナ貨物の国内流動状況をみてみよ

う。

 85年10月の1ケ月間の輸出コンテナ貨物（トン数）の流れ〔生産地→コン

テナ詰場所→船積港（下関港）〕をみてみると，輸出コンテナ貨物量合計

10，728トンの内，その生産地として，中国地区は2，572トン，24％（その内

山口県は2027ト・ン，18．9％），九州地区は1011トン，9．4％（その内，福岡県

は591トン，5．5％），近畿地区は2089トン（19．5％），関東地区は3858トン（36

％）と，全国に分散している。しかし，そのコンテナ貨物詰場所としては，

山口県が8393トン（78．2％）と山口県（つまり下関港）に集中している。

 輸入コンテナ貨物（トン数）の流れ〔船卸港（下関港）→コンテナ取出

場所→消費：地〕をみてみると，同時期の輸入コンテナ貨物量合計33470

トンの内，そのコンテナ取出場所は，山口県（つまり下関港）に31405ト

ン（93．8％〉・と集中しているが，消費地は輸出コンテナ貨物の生産地と同

様，全国に分散している。その内訳は，中国地区が4023トン，12％（その

内，山口県は2334トン，7．0％），九州地区が4583トン，13．7％（その内，

福岡県が2472トン，7．4％），四国地区が6648トン（19．9％），近畿地区が

6298トン（18．8％），関東地区が755アトン（22．6％）となっている。

 以上，下関港のコンテナ貨物貿易（関釜フェリー）・は，輸出は機械機器

を中心として，全国より内陸輸送（トラック等）で貨物を集荷し下関港で

コンテナ詰めして船積みをし，輸入は日用生活品を中心として下関港でコ

ンテナ貨物の取出しをして，それを近隣地区および全国へ輸送する，全国

の日韓貿易における中継港・通過港としての輸送システムを確立してい

る〔生鮮品（果実・野菜・魚介類・同調整品等）については，近隣地域で

の消費も多い〕。

 さて，全体として飛躍的発展の期待し得ない下関港の貿易の中で，関釜
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表22 コンテナ貨物の港湾別の流動平均所要日数

下関港

北九州港

博多港

全  国

コンテナ詰め前
通関（輸出）
搬入日→船積日

2．1日

8．2

21．4

7．9

後
）
日

め
出
身

詰
竪
縞

ナ
（
↓

テ
関
日

ン
 
め

コ
通
詰

1．0日

4．5

7．4

5．6

コンテナ取出し前
通 関（輸入）
船卸日→取出日

0．8日

5．8

5．5

6．5

コンテナ取出し後
通 関（輸入）
船卸日→許可日

3．1日

9．0

8．1

10．9

「出所」門司税関資料より

フェリーによるコンテナ貨物輸送の順調な伸びを考察する場合，表22はそ

の成長要因の一端を示唆してくれる。すなわち，下関港（関釜フェリー）

の場合，コンテナ貨物の輸出入双方とも，流動平均所要日i数が全国平均よ

りも極端に短期間ということである。企業利潤を最優先する資本主義社会

にとり，資木回転率を高める流通時間の短縮化の意義は大きい。それと関

心間，わずか約230肋（8時間，通関待ち時間を含めると15時間半）の距離

を考えると，県内に大規模な産業後背地を有しない下関港でも・資本にと

っては充分な通過港（中継港）としての役割を果たし得る。86年より大阪

一釜山間の阪釜フェリー（週2便，1隻）が周航したが，競合することは
                             注4）
あれ，関釜フェリー一の国際競争力は当分維持できるものと思われる。

 しかし，今後の関釜フェリーあるいはそれ以外の中小コンテナ貿易の進

展に向けての問題点もまた数多く存在する。

 第一は，集荷能力（機能）の問題がある．。県内に大規模産業後背地を有

しない状況下で，飛躍的な伸びが期待できるのか疑問である。これはま

た，国民経済レベルでは，今後の韓国の工業化の発展とそれに伴う貿易の

伸びあるいは日韓国際分業構造の変化にも規定されている。第二に，集荷

能力の問題に展望が見出せても，それを受け入れる港湾諸施設〔コンテナ

バース（一12～一15mの大水深岸壁），船積・船卸施設（ガントリー・クレ

ーン等），荷さばき：地，各種倉庫等〕の拡充および港湾制度の整備（フィ
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一ダー・サービス指定）等の問題が存在する。第三に，急速にコンテナ港

として整備・拡充きれつ？ある門司港（田野浦・太刀浦港），博多港との

諮あ問題も存在する（これは下関港のフ，ダー．サービヌ指定港に向け

ての各運賃同盟への働きかけにも：影響を及す）。

 以上，今後のコンテナ貿易の拡充を考える場合，検討課題が非常に多い

下関港の現実である。

注1）フレート'トンとは溶積が1113nd（40才）運量は1・000kg軸マで1トン

  とし，トン数は重量または容積においていずれか大きい方をもって計算する。

注2）このゴムタイヤのかなりの部分は，下関で通関されたB．Sタイヤ（下関市

  に立地）が田野浦コンテナバP一一・スより船積みされたもの。

注3）門司税関「全国輸出入コンテナ貨物流動調査一調査結果の概要」1986年6月ρ

注4）．二二フェリー→売国自動車道（下関・大阪間，7時間）の経路の場合's釜申

  →大阪間を，下関港の通関手続きが早いこともあり2日間で済む場合がある。

  これに対レて・阪釜フ・i」' ・．一，の場ft・通常・週間～・・日かかる、（瀦3・時間お

  よび取扱品の多い神戸・大阪両税関で手続きめ時間が長い）。前者の経路の場合，

  二三フェリーより運賃が2倍以上かかるといわれているが，流通時間の短縮

  と定時性が保証きれている関釜フェリーを利用する企業は多い。『朝日新聞』84

  年3月15日号。

注5）現在，既に門司港（田野浦・太刀浦コンテナ埠頭）のコンテナ貿易は，集荷

  をめぐり博多港と競合状態にある。博多港が急速にコンテナ施設を充実させ

  （ガントリー・クレーンの設置等），同時に北米定期航路めCY（コンテナヤー

  ド）指定を受けた為，貨物のシフト（門司港→博多港）が起っている（例えば，

  B．Sタイヤ等）。『日本経済新聞』85年3月8日号。

 〔追記〕

 貴重な資料提供と助言をいただいた以下の諸機関の方々に感謝を申し上

げる。'

 門司税関（統計課），下関税関（総務課），北九州・下関両市の港湾
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局，北九州市経済局商工部貿易課，下関市経済観光部商工課および水産

課，九州運輸局船舶部造船課，九州海運局，日本関税協会門司支部，山

口県貿易センター，JETRO山口事務所。


